
1 補助金・交付金とは

○法的根拠

　地方自治法第２３２条の２「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合におい

ては、寄附又は補助をすることができる」

【補助金】

　一般的には特定の事業や研究等を育成、助長するために地方公共団体が公益上必要が

あると認めた場合に支出するもの。

【交付金】

　法令または条例、規則等により、団体等に対して地方公共団体の事務を委託等してい

る場合において当該事務処理の報償として支出するもの。

2 交付の根拠・手続き

　補助金は、目的、対象経費、金額や申請、決定、実績報告等の手続きを定めた規則・

要綱等を根拠に交付される。

<基本の流れ>

3 補助金の主な活用事例（現状）

(１)事業補助

　事業補助とは、市が公益上必要と認める特定の事業や活動を助長・奨励するために、

その経費の一部又は全部を補助するもの。<次の○○事業に対し～補助する>

（例）

☆太陽光発電設備導入補助

地球温暖化対策の一環として、太陽光発電設備を導入した市民へ設備費を補助

☆耐震対策推進事業補助

地震に対する安全性向上のため、建築物や住宅の耐震診断・改修時にその費用を補助

☆企業立地補助

新たな企業等の立地促進と市内企業の事業活動を支援するための奨励金を補助
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(２)団体補助

　団体補助とは、公益上その活動が必要であると認めた団体に対して、運営費等を補助

するもの。<次の○○(関係)団体に対し～補助する>

（例）

［社会福祉］ ☆茨木市民生委員協議会、☆茨木市身体障害者福祉協会

［社会教育］ ☆茨木市合唱連盟、☆茨木市美術協会、☆茨木市体育協会

［消費生活］ ☆茨木市消費者協会、☆茨木市中央生活学校

※団体補助的性格の強い事業補助

　団体を指定し、その団体が行う事業（運営費を含む場合もある）に対し補助するもの。

　<○○(関係)団体が行う次の○○事業に対し～補助する>

4 補助金・交付金の予算措置と執行状況

(１)予算措置状況

・予算額 ２５.４億円（平成22年度）　

(民生費　１５.０億、教育費　５.３億、商工費　４.１億、労働費　０.２億　ほか)　

(２)執行状況

①決算額 ２２.８億円（平成21年度）　

◎補助金・交付金の決算額の推移

②歳出総額に占める割合　　２.９％（平成21年度　22.8億円/794.1億円）

(３)主な項目<21年度決算額　22.8億円の内訳>

○補助金　２２.３億円

(私立保育所運営 ８.８億、企業立地 ２.９億、私立幼稚園児等保護者 ２.３億、

 私立幼稚園就園奨励費 １.７億、簡易心身障害者通所授産施設 １.６億、地域子育て支援事業 ０.９億ほか)

○交付金　０.５億円

(特色ある学校づくり推進 ０.２億、政務調査費 ０.２億、家庭保育助成 ０.１億ほか)

◎（資料）補助金・交付金の項目一覧（年度別予算額）
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・ここ数年、決算額が
増加している要因とし
て、公立保育所の民営
化による運営費補助金
の増加や私立幼稚園
園児の保護者の負担
軽減を図る保護者補
助金の増額等があげ
られる。




